
 東京都北区小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業実施要綱 

 

２６北福障第４５０５号  

平成２７年２月３日区長決裁 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、東京都小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業実施

要綱（平成１８年３月１０日付１７福保子医第８５４号）に規定する小児慢性

特定疾病児童等に対し、特殊寝台等の日常生活用具（以下「用具」という。）

を給付することにより、日常生活の便宜を図り、もってその福祉の増進に資す

ることを目的とする。 

 

（用具の種目及び給付の対象者） 

第２条 給付の対象となる用具は、別表１の「種目」欄に掲げる用具とし、その 
対象者は北区内に住所を有する、同表「対象者」欄に掲げる小児慢性特定疾病

児童等で、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）による施策（小児慢性特

定疾病医療費助成事業を除く。）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）による用具の給付の対象

とはならない者とする。 
  
 （給付の申請） 
第３条 用具の給付を希望する１８歳未満の対象者の保護者又は１８歳以上の対

象者本人（以下「申請者」という。）は、小児慢性特定疾病児童等日常生活用

具給付申請書（別記第１号様式）に小児慢性特定疾病医療受給者証の写しを添

えて東京都北区長（以下「区長」という。）に申請するものとする。 
２ 区長は、前項の申請があった場合は、必要に応じて当該対象者の身体の状況、

介護の状況、家庭の経済状況及び住宅環境等を実地に調査し、速やかに小児慢

性特定疾病児童等日常生活用具給付調査書（別記第２号様式）を作成するもの

とする。 
３ 前項の規定による実地調査は、オンライン会議システム等のデジタル技術を

活用することもできるものとする。 
 
 

（給付の決定） 

第４条 区長は、前条の申請内容を審査の上、用具の給付の可否を決定するもの

とする。 

２ 区長は、用具の給付を行うことを決定した場合は、小児慢性特定疾病児童等

日常生活用具給付決定通知書（別記第３号様式）及び小児慢性特定疾病児童等



日常生活用具給付券（以下「給付券」という。）（別記第４号様式）を当該申

請者に交付するものとする。 

３ 区長は、用具の給付を行わないことを決定した場合は、小児慢性特定疾病児

童等日常生活用具不給付決定通知書（別記第５号様式）を申請者に交付するも

のとする。 

４ 用具の給付は、原則として一世帯当たり別表１に掲げる用具の種目（別表１

に掲げる紫外線カットクリーム、ストーマ装具、人工鼻を除く。）について１

件までとする。ただし、区長が必要と認めた場合は、この限りでない。 

５ 既に給付を受けている用具と同一の用具の再給付に係る申請については、前

回の給付を行った日から別表１の耐用年数欄に規定する期間を経過する日ま

では、給付対象外とする。ただし、修理不能等により用具の使用が困難になっ

た場合は、この限りでない。 

 

 （用具の給付） 

第５条 区長は、用具の給付を行う場合には、用具の製作又は販売を業とする者

（以下「業者」という。）に委託して行うものとする。 

２ 業者の選定に当たっては、低廉な価格で良質かつ適切な用具が確保できるよ

う経営規模、地理的条件及びアフターサービスの可能性等を十分勘案の上決定

するものとする。 

３ 診療報酬の対象となる用具については、診療報酬の対象となる範囲を超える

ものについて給付する。 

４ 用具の付属品のみを給付することはできない。ただし、用具を使用するため

にその付属品がないと当該用具が機能しない場合においてのみ、当該用具とと

もに付属品を給付することができるものとする。 

 

（費用の負担及び支払い） 

第６条 用具の給付を受けた者（以下「受給者」という。）の扶養義務者（以下

「扶養義務者」という。）は、その収入に応じて、用具の給付に要する費用の

一部又は全額を負担するものとする。 

２ 前項の規定により扶養義務者が負担する額の基準は利用者負担基準額表(別

表２)に定める額とする。ただし、給付を受けた用具の費用が利用者負担基準

月額に満たない場合は、当該用具の費用を負担するものとする。 

３ 複数の用具の給付を受けている者についても、用具の数にかかわらず別表２

に定める額とする。 

４ 扶養義務者は、給付を受けた用具の費用が別表１に掲げる基準額を超える場

合は、前項の利用者負担基準月額に加えて、当該用具の費用と基準額との差額

を負担するものとする。 

５ 扶養義務者は、用具を納付する業者に対し給付券を添えて、前項に定める額

を支払うものとする。 



 

（費用の請求） 

第７条 区長は、用具を給付した業者からの請求により、給付に必要な用具の購

入に要した額から前条の規定により扶養義務者が直接業者に支払った額を減

じた額を支払うものとする。 

２ 前項による費用の請求は、給付券を添付して行うものとする。 

 

（用具の管理） 

第８条 受給者は、用具を給付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、又は担保に供してはならないものとする。 

２ 受給者が前項に違反した場合には、区長は、当該給付に要した費用の全部又

は一部を返還させることができるものとする。 

 

（給付台帳の整備） 

第９条 区長は、用具の給付の状況を明確にするため、小児慢性特定疾病児童等

日常生活用具給付台帳を整備するものとする。 

 

付 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

   付 則（平成２８年２月２９日区長決裁２７北福障第４７１０号） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 
   付 則（平成２９年２月２２日区長決裁２８北福障第４４９２号） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 
   付 則（平成３０年２月２０日区長決裁２９北福障第５１８２号） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 
 付 則（平成３１年２月２５日区長決裁３０北福障第５１２４号） 

この要綱は、平成３０年９月１日から適用する。ただし、別表２の備考の５につ

いては、平成３０年１０月１日から適用する。 

 

付 則（令和元年１２月６日区長決裁３１北福障第４２１６号） 

この要綱は、令和２年１月１日から施行する。 

 



付 則（令和２年２月１９日区長決裁３１北福障第５０３９号） 

この要綱は、令和２年２月１９日から施行する。 

 

付 則（令和２年１０月１４日区長決裁２北福障第３３５９号） 

この要綱は、令和２年４月１日から適用する。 

 
付 則（令和２年１１月１３日区長決裁２北福障第３６８４号） 

この要綱は、令和２年１０月１日から適用する。 

 

 
   付 則（令和５年１０月２７日区長決裁５北福障第３６６２号） 
この要綱は、令和５年１０月２７日から施行する。 
 

付 則（令和 7 年 7 月１０日区長決裁 7 北福障第２２６３号） 
この要綱は、令和７年４月１日から適用する。 
 
 

付 則（令和４年７月４日区長決裁４北福障第２２５０号） 

この要綱は、令和４年４月１日から適用する。ただし、別表２の備考２（２）ウ

Ⅲについては、令和３年７月１日から適用する。 


